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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等にかかる主要な経営指標等の推移については記
載しておりません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 
３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がありませんので、記載しておりません。 
４ 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、第33期中から第34期中までは、１株当たり中間純損失が計上されてお
り、潜在株式等がないため、記載しておりません。また、第35期中は潜在株式等がないため、記載しておりません。潜在
株式調整後１株当たり当期純利益については、第33期は、１株当たり当期純損失が計上されており、潜在株式等がないた
め、記載しておりません。また、第34期は潜在株式等がないため、記載しておりません。 

５ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 
  

回次 第33期中 第34期中 第35期中 第33期 第34期 

会計期間 

自 平成15年 
  ６月１日 
至 平成15年 
  11月30日 

自 平成16年
  ６月１日 
至 平成16年 
  11月30日 

自 平成17年
  ６月１日 
至 平成17年 
  11月30日 

自 平成15年 
  ６月１日 
至 平成16年 
  ５月31日 

自 平成16年
  ６月１日 
至 平成17年 
  ５月31日 

売上高 (千円) 839,165 861,547 1,077,217 1,706,735 2,024,149

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) △98,517 △86,591 5,414 △211,112 △78,589

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(千円) △179,763 △44,950 26,985 △250,561 2,003

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 2,773,600 2,773,600 2,773,600 2,773,600 2,773,600

発行済株式総数 (株) 10,200,000 10,200,000 10,200,000 10,200,000 10,200,000

純資産額 (千円) 1,855,168 1,751,367 1,813,432 1,790,540 1,784,736

総資産額 (千円) 3,370,537 3,181,511 3,214,738 3,275,003 3,152,249

１株当たり純資産額 (円) 182.06 171.96 178.11 175.76 175.26

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間(当期) 
純損失(△) 

(円) △17.64 △4.41 2.65 △24.59 0.20

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 55.0 55.0 56.4 54.7 56.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △98,599 △55,035 △57,665 △186,632 △82,088

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 102,964 226,391 40,746 130,434 275,118

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △60,135 △158,388 173,535 △30,334 △178,803

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 66,445 48,652 206,529 35,685 49,912

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
79 
(14)

81
(16)

86
(14)

83 
(15)

84
(15)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の従業員の状況 

平成17年11月30日現在の従業員は、86名であります。 

なお、従業員数は就業人員であります。また、このほか臨時従業員の当中間会計期間における平均雇用人員は、

14名であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりません。また、労使関係は良好であります。 

  

  



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期における我が国経済は、企業業績の回復による設備投資の増加、好調な米国及び中国経済を背景にした

輸出の活況などにより、緩やかながら回復基調を辿りました。しかしながら、個人消費については原油価格の高騰

や厳しい雇用情勢などの要因もあって回復しつつあるものの弱含みに推移いたしました。当社が大きく依存する鉄

骨・鋼材・製缶板金加工業界におきましては、工作機械受注額の対前年比増加、景気回復基調による生産稼働率の

向上、倉庫や工場耐震補強工事などの鉄骨建築物の増加など、民間設備投資を中心とした回復傾向が見受けられま

した。一方で、急激な鋼材の値上りや公共投資の削減などの要因により、設備投資先送りの傾向が依然として続い

ており不安定な要素も見受けられました。 

当社といたしましては、この厳しい経営環境に対処すべく、諸経費の削減、製造コストの更なる低減、新分野販

売ルートの開拓や提案型営業推進などを実施し効果を上げつつあるものの、鋼材を含む原材料の高騰による調達難

並びに販売競争激化による価格の低迷の影響により売上高は予想を下回り、一方製造面においては在庫の削減のた

めの生産調整を行いつつ、操業度向上のための下請加工的仕事量の確保など全社一丸となって努力してまいりまし

たが、業況は改善しつつあるものの業績的には厳しい結果となりました。 

この結果、当中間期の売上高は1,077百万円(前年同期比25.0％増)となりました。一方、収益面につきましては諸

経費の削減や原価低減に努めてまいりましたが、鋼材を含む原材料の高騰等の要因により経常利益で５百万円(前年

同期経常損失86百万円)となり、中間純利益では土地売却益並びに私財受贈益があったものの土地建物の減損損失が

あり、26百万円(前年同期中間純損失44百万円)となりました。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、税引前中間純利益を31百万円計上し

たことや、長期借入金の返済などによる支出を、遊休土地の売却、私財の受贈による収入等で補い、前事業年度末

に比ベ156百万円の資金増加となり、当中間期末の資金残高は206百万円となりました。 

 (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果使用した資金は57百万円となりました。 

これは主に、税引前中間純利益の計上31百万円、売上債権の増加による支出54百万円、たな卸資産の増加による

支出47百万円等によるものであります。 

この結果、営業活動全体として前中間会計期間と比較して、支出は２百万円(前年同期比4.8％増)の増加となりま

した。 

  



 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果得られた資金は40百万円となりました。 

これは主に、有形固定資産の売却による収入70百万円、無形固定資産の取得による支出14百万円等によるもので

あります。 

この結果、投資活動全体として前中間会計期間と比較して、収入は185百万円(前年同期比82.0％減)の減少となり

ました。 

 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果得られた資金は173百万円となりました。 

これは主に、長期借入金の実行による収入946百万円、長期借入金の返済による支出822百万円、私財の受贈によ

る収入150百万円等によるものであります。 

この結果、財務活動全体として前中間会計期間と比較して、収入が173百万円(前年同期は158百万円の使用)とな

りました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における製品区分別生産実績を示すと次のとおりであります。 

  

(注) 金額は販売価格により表示しており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 商品仕入実績 

当中間会計期間における商品仕入実績を示すと次のとおりであります。 

  

(注) 金額は仕入価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注実績 

当社は見込生産のため受注状況の記載を省略いたします。 

  

(4) 販売実績 

当中間会計期間における品目区分別販売実績を示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は消費税等は含まれておりません。 
２ 主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

  

区分 生産高(千円) 前年同期比(％) 

鉄骨加工機 82,000 169.1 

鋼材加工機 177,600 77.7 

製缶板金加工機 315,150 108.4 

環境機器 31,500 55.5 

その他 380,186 216.9 

合計 986,436 123.3 

区分 仕入高(千円) 前年同期比(％) 

金型 76,503 95.7 

その他 3,210 7.6 

合計 79,714 65.2 

区分 販売高(千円) 前年同期比(％) 

製品 

鉄骨加工機 58,489 268.8 

鋼材加工機 217,857 97.0 

製缶板金加工機 269,519 173.1 

環境機器 34,641 91.9 

その他 357,797 133.0 

小計 938,303 132.4 

商品 

鉄筋加工機 350 95.9 

金型 122,273 102.6 

その他 16,290 49.0 

小計 138,913 90.9 

合計 1,077,217 125.0 

相手先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

株式会社山善 211,408 24.5 321,391 29.8 

マツモト産業株式会社 ― ― 119,820 11.1 



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

特記すべき事項はありません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年11月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年２月23日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 10,200,000 10,200,000
ジャスダック証券
取引所 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 10,200,000 10,200,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年６月１日～ 
平成17年11月30日 

― 10,200,000 ― 2,773,600 ― 594,800



(4) 【大株主の状況】 

平成17年11月30日現在 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

竹 田 康 一 石川県能美市吉光町ト101－１ 2,099 20.58

タケダ精機株式会社 石川県能美市吉光町ト72－１ 980 9.61

スパークスOMSF－１投資事業組
合 

東京都品川区大崎１－11－２ 900 8.82

伊 藤 勝 信 石川県能美市松が岡３－13 594 5.83

タケダ機械取引先持株会 石川県能美市粟生町西132 540 5.30

竹 田 良 美 石川県能美市吉光町ト101－１ 470 4.61

株式会社北國銀行 石川県金沢市下堤町１ 470 4.61

竹 田 清 一 石川県能美市吉光町ト101－１ 210 2.07

タケダ機械従業員持株会 石川県能美市粟生町西132 186 1.83

山 本 宏 哉 広島県広島市佐伯区干同１－８－47－４ 150 1.47

計 ― 6,602 64.73



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年11月30日現在 

(注) １ 単元未満株式には当社所有の自己株式200株が含まれております。 

２ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が40,000株(議決権40個)含まれておりま

す。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年11月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式   18,000 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

10,093,000
10,093 同上 

単元未満株式 普通株式   89,000 ― 同上 

発行済株式総数 10,200,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 10,093 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
タケダ機械株式会社 

石川県能美市粟生町西132
番地 

18,000 ― 18,000 0.2

計 ― 18,000 ― 18,000 0.2



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

月別 平成17年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 

最高(円) 189 224 210 210 219 368

最低(円) 155 167 159 181 178 190



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年６月１日から平成16年11月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第３項のただし書き

により、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第34期中間会計期間(平成16年６月１日から平成16年11月30日ま

で)及び第35期中間会計期間(平成17年６月１日から平成17年11月30日まで)の中間財務諸表について、アーク監査法人

により中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年11月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年11月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年５月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   48,652   206,529 49,912   

２ 受取手形   22,319   28,003 9,001   

３ 売掛金   285,853   424,678 380,859   

４ たな卸資産   608,920   616,637 569,215   

５ その他 ※４ 11,747   12,675 12,251   

貸倒引当金   △614   △789 △739   

流動資産合計    976,879 30.7 1,287,734 40.1   1,020,501 32.4

Ⅱ 固定資産          

(1) 有形固定資産 ※１        

１ 建物 ※２ 1,018,513   945,403 985,055   

２ 機械及び装置   51,232   36,921 40,818   

３ 土地 ※２ 965,244   791,303 977,244   

４ その他   64,919   62,721 61,527   

有形固定資産合計   2,099,909   1,836,351 2,064,645   

(2) 無形固定資産   11,150   25,536 11,040   

(3) 投資その他の資産          

１ 投資有価証券 ※２ 54,843   12,868 8,964   

２ 保険積立金   12,708   19,615 15,924   

３ その他   82,060   81,417 82,350   

貸倒引当金   △56,040   △48,785 △51,176   

投資その他の 
資産合計   93,572   65,116 56,062   

固定資産合計    2,204,631 69.3 1,927,003 59.9   2,131,747 67.6

資産合計    3,181,511 100 3,214,738 100   3,152,249 100

           



  

    
前中間会計期間末 

(平成16年11月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年11月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年５月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形   184,090   174,955 187,120   

２ 買掛金   182,986   141,844 133,839   

３ 短期借入金 ※２ 50,000   ― 100,000   

４ 一年内返済予定 
長期借入金 ※２ 832,400   140,400 772,400   

５ 未払金   62,707   70,843 56,698   

６ 未払法人税等   8,422   9,656 17,482   

７ 賞与引当金   19,800   24,700 19,700   

８ その他 ※４ 1,952   13,229 11,732   

流動負債合計    1,342,359 42.2 575,630 17.9   1,298,973 41.2

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※２ 59,400   805,000 49,200   

２ 繰延税金負債   9,742   2,034 698   

３ その他   18,641   18,641 18,641   

固定負債合計    87,784 2.8 825,675 25.7   68,540 2.2

負債合計    1,430,143 45.0 1,401,306 43.6   1,367,513 43.4

           

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    2,773,600 87.2 2,773,600 86.3   2,773,600 88.0

Ⅱ 資本剰余金          

資本準備金   594,800   594,800 594,800   

資本剰余金合計    594,800 18.7 594,800 18.5   594,800 18.8

Ⅲ 利益剰余金          

中間(当期) 
未処理損失   1,630,171   1,556,231 1,583,217   

利益剰余金合計    △1,630,171 △51.3 △1,556,231 △48.4   △1,583,217 △50.2

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金    14,402 0.4 3,007 0.1   1,032 0.0

Ⅴ 自己株式    △1,263 △0.0 △1,742 △0.1   △1,478 △0.0

資本合計    1,751,367 55.0 1,813,432 56.4   1,784,736 56.6

負債資本合計    3,181,511 100 3,214,738 100   3,152,249 100

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(平成16年６月１日から 
平成16年11月30日まで) 

当中間会計期間 

(平成17年６月１日から 
平成17年11月30日まで) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(平成16年６月１日から 
平成17年５月31日まで) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    861,547 100 1,077,217 100   2,024,149 100

Ⅱ 売上原価    651,975 75.7 769,585 71.4   1,524,426 75.3

売上総利益    209,572 24.3 307,631 28.6   499,723 24.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費    284,518 33.0 290,476 27.0   556,724 27.5

営業利益又は 
営業損失(△)    △74,945 △8.7 17,155 1.6   △57,001 △2.8

Ⅳ 営業外収益 ※１  16,305 1.9 13,331 1.2   31,230 1.5

Ⅴ 営業外費用 ※２  27,951 3.2 25,072 2.3   52,818 2.6

経常利益又は 
経常損失(△)    △86,591 △10.0 5,414 0.5   △78,589 △3.9

Ⅵ 特別利益 ※３  47,763 5.5 167,340 15.5   91,718 4.5

Ⅶ 特別損失 ※4、
6  1,599 0.2 141,247 13.1   2,081 0.1

税引前中間(当期) 
純利益又は税引前 
中間純損失(△) 

   △40,428 △4.7 31,507 2.9   11,047 0.5

法人税、住民税 
及び事業税    4,522 0.5 4,522 0.4   9,044 0.4

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△)    △44,950 △5.2 26,985 2.5   2,003 0.1

前期繰越損失    1,585,221 1,583,217   1,585,221 

中間(当期)未処理 
損失    1,630,171 1,556,231   1,583,217 

           



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前中間会計期間 

(平成16年６月１日から 
平成16年11月30日まで)

当中間会計期間 

(平成17年６月１日から 
平成17年11月30日まで)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(平成16年６月１日から 
平成17年５月31日まで)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

  税引前中間(当期)純利益 
  又は税引前中間純損失(△) 

 △40,428 31,507 11,047

  減価償却費  43,424 38,903 87,237

  減損損失  ― 139,946 ―

  貸倒引当金の増加額 
  (△減少額) 

 208 △2,341 △4,531

  賞与引当金の増加額  800 5,000 700

  ゴルフ会員権評価損  1,599 ― 1,599

  受取利息及び受取配当金  △612 △415 △856

  仕入割引  △4,837 △6,005 △11,484

  雑収入等  △2,613 △4,701 △14,460

  支払利息  17,259 15,253 31,762

  手形売却損  6,467 5,777 12,630

  投資有価証券売却益  ― ― △29,469

  有形固定資産売却益  △47,763 △14,999 △48,086

  有形固定資産除却損  ― 1,300 481

  私財受贈益  ― △150,000 ―

  固定資産受贈益  ― ― △10,000

  売上債権の増加額  △415 △54,608 △122,834

  たな卸資産の増加額  △150,429 △47,421 △110,725

  仕入債務の増加額 
  (△減少額) 

 108,348 △4,160 62,231

  割引手形の増加額 
  (△減少額) 

 44,659 △8,213 88,140

  その他  △6,008 17,255 586

小計  △30,341 △37,922 △56,029

  利息及び配当金の受取額  476 509 715

  仕入割引の受取額  4,837 6,005 11,484

  利息の支払額  △17,108 △16,138 △31,043

  法人税等の支払額  △9,043 △9,044 △9,043

  その他営業外損益の 
純収入額(△支出額) 

 △3,856 △1,075 1,828

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △55,035 △57,665 △82,088



  

  

   
前中間会計期間 

(平成16年６月１日から 
平成16年11月30日まで)

当中間会計期間 

(平成17年６月１日から 
平成17年11月30日まで)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(平成16年６月１日から 
平成17年５月31日まで)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

  有形固定資産の取得による 
支出 

 △2,936 △6,746 △4,648

  有形固定資産の売却による 
収入 

 227,368 70,000 227,749

  無形固定資産の取得による 
支出 

 ― △14,606 ―

  投資有価証券の取得による 
支出 

 △592 △593 △1,186

  投資有価証券の売却による 
収入 

 ― ― 53,527

  貸付による支出  △700 ― △1,950

  貸付金の回収による収入  1,590 1,270 3,180

  保険積立金の解約収入  4,676 1 4,676

  その他投資の取得による 
支出 

 △3,014 △8,579 △6,230

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 226,391 40,746 275,118

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

  短期借入金の増加額 
  (△減少額) 

 50,000 △100,000 100,000

  長期借入金の返済による 
支出 

 △208,200 △822,200 △278,400

  長期借入金の実行による 
収入 

 ― 946,000 ―

  自己株式の取得による 
支出 

 △188 △264 △403

  私財の受贈による収入  ― 150,000 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △158,388 173,535 △178,803

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  12,967 156,616 14,227

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 35,685 49,912 35,685

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 48,652 206,529 49,912



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

  

前中間会計期間 
(平成16年６月１日から 
平成16年11月30日まで) 

当中間会計期間
(平成17年６月１日から 
平成17年11月30日まで) 

前事業年度 
(平成16年６月１日から 
平成17年５月31日まで) 

当社は長引く業界の構造的不況か

ら売上の低迷が続き、連続して重要

な営業損失及び営業キャッシュ・フ

ローのマイナスを計上しておりま

す。当該状況により、継続企業の前

提に関する重要な疑義が存在してお

ります。 

当社は、平成15年６月に売上高の

増強策、製造の内生化による外注加

工費の縮減と操業度アップによる原

価率の改善、諸経費の削減及び遊休

資産売却による有利子負債の圧縮を

柱とする「新中期２カ年計画」を策

定し、経営体質の改善並びに財務基

盤の強化を図っております。当中間

会計期間においては、徐々にではあ

りますが改善されてきており、売上

総利益率も前年同期21.2％から

24.3％まで向上いたしました。しか

しながら、まだ下期にかけて改善の

途上であります。 

また、遊休資産の売却について

は、平成16年11月に本社工場遊休土

地3,265坪の売却により、227,368千

円の売却収入が実現しました。この

結果、有利子負債について当中間会

計期間において158,200千円圧縮さ

せ、一層の財務体質の強化に努めて

おります。 

このため、当中間財務諸表は継続

企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を当中

間財務諸表には反映しておりませ

ん。 

当社は長引く業界の構造的不況か

ら売上の低迷が続き、当中間会計期

間においては改善しつつあるもの

の、過去においては連続して重要な

営業損失を計上し、引続き営業キャ

ッシュ・フローのマイナスを計上し

ております。当該状況により、継続

企業の前提に関する重要な疑義が存

在しております。 

当社は、平成17年６月に売上高の

増強策、製造の内生化による外注加

工費の縮減と操業度アップによる原

価率の改善、諸経費の削減及び遊休

資産売却による有利子負債の圧縮を

柱とする「第二次中期２ヵ年計画」

を策定し、経営体質の改善並びに財

務基盤の強化を図っております。 

当中間会計期間においては、原価

率の改善についてほぼ「第二次中期

２ヵ年計画」を達成することがで

き、売上総利益率も前年同期24.3％

から28.6％まで向上いたしました。

また、遊休資産の売却として土地で

70,000千円の売却収入を得るととも

に私財受贈益として150,000千円の

資金を得て、財務体質は徐々にでは

ありますが改善されてきておりま

す。しかしながら、まだ下期にかけ

て改善の途上であります。 

下期においても「第二次中期２ヵ

年計画」の予定通りの完遂をはか

り、さらに、引き続き金融機関の支

援を確認し有利子負債の圧縮と財務

体質の強化に努めてまいる所存で

す。 

このため、当中間財務諸表は維続

企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を当中

間財務諸表には反映しておりませ

ん。 

当社は長引く業界の構造的不況か

ら売上の低迷が続き、連続して重要

な営業損失及び営業キャッシュ・フ

ローのマイナスを計上しておりま

す。当該状況により、継続企業の前

提に関する重要な疑義が存在してお

ります。 

当社は、平成15年６月に売上高の

増強策、製造の内生化による外注加

工費の縮減と操業度アップによる原

価率の改善、諸経費の削減及び遊休

資産売却による有利子負債の圧縮を

柱とする「新中期２ヵ年計画」を策

定し、経営体質の改善並びに財務基

盤の強化を図りました。当期におい

ては、遊休資産の売却として土地で

227百万円の売却収入を得るととも

に投資有価証券の売却で53百万円の

収入を得て有利子負債の圧縮を実行

しました結果、徐々にではあります

が改善されてきており、売上総利益

率も21.2％から24.7％まで向上いた

しました。しかしながら、所期の効

果を十分達成することが出来なかっ

たため、改めて平成17年６月に「第

二次中期２ヵ年計画」を策定し、経

営体質の改善並びに財務基盤の強化

を図っております。 

さらに、金融機関の支援を確認す

るとともに、遊休資産の売却等によ

り有利子負債の圧縮と財務体質の強

化に努めてまいる所存です。 

このため、財務諸表は継続企業を

前提として作成されており、このよ

うな重要な疑義の影響を財務諸表に

は反映しておりません。 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間会計期間 

(平成16年６月１日から 
平成16年11月30日まで) 

当中間会計期間
(平成17年６月１日から 
平成17年11月30日まで) 

前事業年度 
(平成16年６月１日から 
平成17年５月31日まで) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) たな卸資産 

  商品・製品・ 

  原材料・仕掛品 

移動平均法による原

価法 

(1) たな卸資産 

同左 

(1) たな卸資産 

同左 

  (2) 有価証券 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

中間決算末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定) 

(2) 有価証券 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

(2) 有価証券 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

決算末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法によっており

ます。ただし平成10年

４月１日以降に取得し

た建物(建物附属設備

を除く)については定

額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数

は、以下の通りであり

ます。 

  建物及び構築物 

７年～50年 

  機械装置及び 

  車両運搬具 

２年～10年 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

 ソフトウェア(販売

機械組込み用)につい

ては、見込販売数量に

基づく償却額と、残存

見込販売有効期間に基

づく均等償却額との、

いずれか大きい金額を

計上しております。 

 なお、当初における

見込販売有効期間は３

年としております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を勘案し、回収不

能見込額を計上してお

ります。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 



  

  

  
前中間会計期間 

(平成16年６月１日から 
平成16年11月30日まで) 

当中間会計期間
(平成17年６月１日から 
平成17年11月30日まで) 

前事業年度 
(平成16年６月１日から 
平成17年５月31日まで) 

  (2) 賞与引当金 

 従業員に対して支給

する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に

基づき計上しておりま

す。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金からなっております。 

同左  キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金からなっております。 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理につい

て 

 税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理につい

て 

同左 

消費税等の会計処理につい

て 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

前中間会計期間 
(平成16年６月１日から 
平成16年11月30日まで) 

当中間会計期間
(平成17年６月１日から 
平成17年11月30日まで) 

前事業年度 
(平成16年６月１日から 
平成17年５月31日まで) 

――――――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日)を適用しております。こ

れにより税引前中間純利益は

139,946千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

――――――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年11月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年11月30日) 

前事業年度末 
(平成17年５月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  1,795,556千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  1,846,469千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  1,825,749千円

※２ 担保資産 

 イ 担保差入資産 

 ロ 債務の内容 

 投資有価証券 37,324千円

 建物 1,010,041千円

 土地 961,385千円

 短期借入金 50,000千円

 一年内 
 返済予定 
 長期借入金 

832,400千円

 長期借入金 59,400千円

※２ 担保資産 

 イ 担保差入資産 

  

 ロ 債務の内容 

 建物 937,810千円

 土地 787,445千円

 一年内
 返済予定 
 長期借入金 

140,400千円

 長期借入金 805,000千円

※２ 担保資産 

 イ 担保差入資産 

  

 ロ 債務の内容 

 建物 977,050千円

 土地 973,385千円

 短期借入金 100,000千円

一年以内に 
 返済予定の 
 長期借入金 

772,400千円

 長期借入金 49,200千円

 ３ 受取手形割引高 

  395,571千円

 ３ 受取手形割引高 

  430,839千円

 ３ 受取手形割引高 

  439,052千円

※４ 消費税等の取扱い 

    仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動資

産のその他に含めて表示し

ており、その金額は1,174

千円であります。 

※４ 消費税等の取扱い 

    仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負

債のその他に含めて表示し

ており、その金額は11,394

千円であります。 

※４    ――――― 

  

 ５ 当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため、㈱

北國銀行と当座貸越契約を締

結しております。 

    当中間会計期間末における

当座貸越契約に係る借入未実

行残高等は次のとおりであり

ます。 

当座貸越契約 100,000千円

借入実行残高 50,000千円

差引額 50,000千円

―――――  ５ 当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため、㈱

北國銀行と当座貸越契約を締

結しております。 

    当期末における当座貸越契

約に係る借入未実行残高等は

次のとおりであります。 

  

当座貸越契約 100,000千円

借入実行残高 100,000千円

差引額 ―千円



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(平成16年６月１日から 
平成16年11月30日まで) 

当中間会計期間
(平成17年６月１日から 
平成17年11月30日まで) 

前事業年度 
(平成16年６月１日から 
平成17年５月31日まで) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 195千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 186千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 377千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 17,259千円

手形売却損 6,467千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 15,253千円

手形売却損 5,777千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 31,762千円

手形売却損 12,630千円

※３ 特別利益は、土地売却益であ

ります。 

※３ 特別利益のうち主なものは、

私財受贈益150,000千円、土

地売却益14,999千円でありま

す。 

※３ 特別利益のうち主なものは、

固定資産売却益48,086千円、

投資有価証券売却益29,469千

円であります。 

※４    ――――― ※４ 特別損失のうち主なものは、

減損損失139,946千円であり

ます。 

※４    ――――― 

  

  

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 43,314千円

無形固定資産 110千円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 38,793千円

無形固定資産 109千円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 87,017千円

無形固定資産 220千円

      ――――― ※６ 減損損失 

    当社は、資産のグルーピン

グに際して、事業所毎の区分

を、主にキャッシュ・フロー

を生み出す最小の単位として

捉え、その単位を基礎にグル

ーピングする方法を採用して

おります。ただし、賃貸不動

産につきましては、物件それ

ぞれが、概ね独立してキャッ

シュ・フローを生み出す最小

の単位として捉え物件毎にグ

ルーピングしております。 

    当中間会計期間に東京営業

所について、減損損失を計上

いたしました。 

    東京営業所建物及び土地は

不動産価額の下落が著しく、

減損の兆候が認められたた

め、その帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額

である減損損失139,946千円

(内訳は、建物9,006千円、土

地130,940千円)を特別損失に

計上しております。なお回収

可能価額は、不動産鑑定評価

額に基づく正味売却価額によ

り測定しております。 

場所 主な用途 種類

東京営業所 

(川崎市宮

前区) 

営業設備 建物、 

土地 

      ――――― 



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

  

(リース取引関係) 
  

  

前中間会計期間 
(平成16年６月１日から 
平成16年11月30日まで) 

当中間会計期間
(平成17年６月１日から 
平成17年11月30日まで) 

前事業年度 
(平成16年６月１日から 
平成17年５月31日まで) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 48,652千円

現金及び 
現金同等物 

48,652千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 206,529千円

現金及び 
現金同等物 

206,529千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金及び預金勘定 49,912千円

現金及び
現金同等物 

49,912千円

前中間会計期間 
(平成16年６月１日から 
平成16年11月30日まで) 

当中間会計期間
(平成17年６月１日から 
平成17年11月30日まで) 

前事業年度 
(平成16年６月１日から 
平成17年５月31日まで) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

有形固定資産  

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

有形固定資産  

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

有形固定資産  

    
機械及び
装置 
(千円) 

  
その他 
(千円)   

合計 
(千円) 

取得価額 
相当額   59,000  19,950  78,950

減価償却 
累計額 
相当額 

  32,115  18,620  50,735

中間 
期末残高 
相当額 

  26,884  1,330  28,214

    
機械及び
装置 
(千円) 

その他
(千円) 

合計
(千円) 

取得価額 
相当額   59,000 4,472 63,472

減価償却 
累計額 
相当額 

  40,493 74 40,568

中間 
期末残高 
相当額 

  18,506 4,398 22,904

機械及び
装置 
(千円) 

 
その他 
(千円)   

合計 
(千円) 

取得価額
相当額 59,000  19,950  78,950

減価償却
累計額 
相当額 

36,304  19,950  56,254

期末残高
相当額 22,695  ―  22,695

②未経過リース料中間期末残高相当

額 

１年以内 10,186千円

１年超 20,493千円

合計 30,679千円

②未経過リース料中間期末残高相当

額 

１年以内 10,024千円

１年超 14,872千円

合計 24,896千円

②未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 8,941千円

１年超 15,965千円

合計 24,906千円

③支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

 支払リース料 7,237千円

 減価償却費相当額 6,184千円

 支払利息相当額 880千円

③支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

 支払リース料 5,088千円

 減価償却費相当額 4,263千円

 支払利息相当額 605千円

③支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

 支払リース料 13,732千円

 減価償却費相当額 11,703千円

 支払利息相当額 1,602千円

④減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  …リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 ・利息相当額の算定方法 

  …リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 
  

  

④減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

  

  

 ・利息相当額の算定方法 

   同左 

  

  

  

  

 (減損損失について) 

   リース資産に配分された減損

損失はありません。 

④減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

  

  

 ・利息相当額の算定方法 

   同左 

  

  

  

  
  



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年11月30日) 

 その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

当中間会計期間末(平成17年11月30日) 

 その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

前事業年度末(平成17年５月31日) 

 その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

区分 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 30,697 54,843 24,145

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 30,697 54,843 24,145

区分 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 7,826 12,868 5,041

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 7,826 12,868 5,041

区分 
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 7,233 8,964 1,731

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 7,233 8,964 1,731



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間(平成16年６月１日から平成16年11月30日まで) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(平成17年６月１日から平成17年11月30日まで) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  

前事業年度(平成16年６月１日から平成17年５月31日まで) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間(平成16年６月１日から平成16年11月30日まで) 

当社は、関連会社を有しておりませんので該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(平成17年６月１日から平成17年11月30日まで) 

当社は、関連会社を有しておりませんので該当事項はありません。 

  

前事業年度(平成16年６月１日から平成17年５月31日まで) 

当社は、関連会社を有しておりませんので該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額又は中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

項目 
前中間会計期間 

(平成16年６月１日から 
平成16年11月30日まで) 

当中間会計期間
(平成17年６月１日から 
平成17年11月30日まで) 

前事業年度 
(平成16年６月１日から 
平成17年５月31日まで) 

１株当たり純資産額 171.96円 178.11円 175.26円 

１株当たり中間(当期)純利益 

又は中間純損失(△) 
△4.41円 2.65円 0.20円 

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益 

なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金額につ

いては、１株当たり中間純

損失が計上されており、ま

た、潜在株式等がないた

め、記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式等がない

ため、記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式等がない

ため、記載しておりませ

ん。 

  
前中間会計期間

(平成16年６月１日から 
平成16年11月30日まで)

当中間会計期間
(平成17年６月１日から 
平成17年11月30日まで)

前事業年度 
(平成16年６月１日から 
平成17年５月31日まで)

１株当たり中間(当期)純利
益金額又は中間純損失金額 

  

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)(千円) 

△44,950 26,985 2,003 

普通株主に帰属しない金額
(千円) 

― ― ― 

普通株式に係る中間(当期)
純利益又は中間純損失(△) 
(千円) 

△44,950 26,985 2,003 

普通株式の期中平均株式数
(千株) 

10,185 10,182 10,184 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第34期) 

自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日 

  
平成17年８月31日 
北陸財務局長に提出。 

            

(2) 
  

有価証券報告書の 
訂正報告書 

上記有価証券報告書の訂正報告書   
平成18年２月３日 
北陸財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年２月21日

タケダ機械株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているタケダ

機械株式会社の平成16年６月１日から平成17年５月31日までの第34期事業年度の中間会計期間(平成16年６月１日から平

成16年11月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、タケダ機械株式会社の平成16年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成16年６月

１日から平成16年11月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は長引く業界の構造的不況から売上の低迷が続き、過去連続して

重要な営業損失及び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上している。このような状況により、継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在している。当該状況に関する経営計画等の進展は当該注記に記載されている。当中間財務諸表は

継続企業を前提として作成されており、継続企業に関する重要な疑義の影響を当中間財務諸表には反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

アーク監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  三  浦  昭  彦  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  赤  荻     隆  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年２月20日

タケダ機械株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているタケダ

機械株式会社の平成17年６月１日から平成18年５月31日までの第35期事業年度の中間会計期間(平成17年６月１日から平

成17年11月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、タケダ機械株式会社の平成17年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成17年６月

１日から平成17年11月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

追記情報 

１ 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の

減損に係る会計基準を適用されることとなるため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

２ 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は長引く業界の構造的不況から売上の低迷が続き、当中間会計

期間においては改善しつつあるものの、過去においては連続して重要な営業損失を計上し、引続き営業キャッシ

ュ・フローのマイナスを計上している。このような状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在してい

る。当該状況に関する経営計画等の進展は当該注記に記載されている。当中間財務諸表は継続企業を前提として作

成されており、このような重要な疑義の影響を当中間財務諸表には反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

アーク監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  三  浦  昭  彦  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  赤  荻     隆  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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